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各都道府県消防主管部長 殿

消防庁予防課長

消防用設備等に係る点検及び報告の推進等について

消防法第 17条の 3の 3の規定に基づく消防用設備等の点検及び報告の制度に

ついては、消防用設備等の適正な維持管理に効果をあげているところであるが、

点検、報告の実施状況が十分でない等、課題も散見される状況にある。

このため消防庁では、平成 6年度から平成 9年度にかけて「消防用設備等に係

る検査・点検のあり方検討委員会」を設置して多角的に検討を行い、当該検討結

果に基づき点検制度の見直しゃ簡素合理化を図ってきたところである。また、点

検・報告制度については、財団法人日本消防設備安全センター（以下「安全セン

ター」という。）に「消防用設備等点検制度検討委員会j を設置し、更に検討を進

めてきたところである。

今般、これらの検討結果を踏まえ、消防用設備等に係る点検及び報告の推進等

を図るため、点検及び報告の実施の徹底、郵送による報告について下記のとおり

とりまとめたので通知する。

貴職におかれては、その運用に遺漏のないよう御配慮をお願いするとともに、

貴都道府県内の市町村に対しでも、この旨を通知されるようよろしくお願いする。

記

1 点検及び報告の実施の徹底について

点検及び報告の実施を徹底するためには、未実施となる原因を把握して、こ

れに応じた対策を講じることが必要である。この場合において、点検及び報告

が未実施となる原因については、概ね別紙 1のとおりであり、主として防火対
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象物の関係者の意識に起因している事項が多い。これらを踏まえ、点検及び報

告の実施の更なる周知・徹底を図るため、次により効果的に方策を講じること。

(1) 関係機関の役割

消防用設備等に係る点検及び報告の実施を徹底し防火対象物の安全確保を

図るためには、消防機関、安全センター及び都道府県消防設備保守協会等並

びに消防関係工業会（以下「関係機関」という。）が、相互協力の下に、それ

ぞれの役割に応じて、防火対象物の関係者に対して周知・徹底に努める必要

があること。この場合において、関係機関ごとの基本的な役割分担は概ね別

紙 2に掲げるとおりであり、実状に応じて具体的に活動を実施すること。

(2）広報活動の積極的かっ効率的な展開

点検及び報告を推進するうえで広報活動による周知・啓発は非常に重要で

あり、次に掲げる事項等について、積極的な広報活動の展開を図ること。

ア パンフレット、リーフレット等の広報素材の内容については、過去の火

災事例等も引用しながら、消防用設備等の設置の趣旨、維持管理の重要性

等について、わかりやすい内容とすること。

イ 火災予防運動等の機会を捉え、広報効果が非常に高い新聞、テレビ、ラ

ジオ等のマスメディアの積極的な活用を図ること。

ウ 近年のインターネットの普及にかんがみ、関係機関は、ホームページを

開設するなど積極的に情報化を図り、多数の国民が利用しやすい広報媒体

の整備に努めること。

エ パンフレット、リーフレット等の作成に当たっては、例えば安全センタ

ーが作成したものを活用するなど、できるだけ多くの数量を用い、効率的

な広報活動を実施すること。

(3）活動の重点及び目標の設定

点検及び報告の徹底に係る活動計画を策定するに当たっては、防火対象物

の用途や実施時期について重点を設定し、メリハリのある活動を展開してい

くことも重要であること（例 令別表第 100項の防火対象物に係る強化月

間等）。また、現実的な範囲において、点検実施率、報告率等に数値目標を設

定することも有効であると考えられること。
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